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エネルギーミックスとその実現 



１．海外からの化石燃料に対する依存度増加 

（１）燃料輸入額の増加 

 ・震災以降 、化石燃料輸入額は１０兆円増加（2010年度18兆円→2013年度28兆円） 

  ※２０１４年度における、原発停止に伴う燃料輸入額増加分（火力発電焚き増し費用）は３．７兆円と試算される。    
    これは、１日当たり１００億円の国富の流失。 
 

 

（２）電気料金の高騰 

 ・震災前と比べ、家庭用は約２５％、産業用は約４０％上昇。 

２．国民生活・経済への影響 

・ 震災以降、温室効果ガス排出量は増加が続いており、2013年度のエネルギー起源CO2排出量は、過去最高（１２．２４億トン）。 

・そのうち電力分※のＣＯ２排出量は震災前より約３割も増加（2010年度比） 

３．地球温暖化（CO2排出量増加） 

震災後に深刻化した我が国のエネルギー制約 

 ・総発電電力量の８８％に増加。これは、第一次石油ショック時以上の水準。 

※大手電力１０社（北海道、東北、東京、中部、北陸、関西、中国、四国、九州、沖縄電力） 

3 

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
・東日本大震災以降の原発停止による影響については、化石燃料への依存度は石油ショック時　　　　より高く、８８％。・情勢が不安定な中東への依存度も原油で８３％と非常に高く、エネルギー安定供給への懸念が　　　生じている。



エネルギー基本計画の全体像 

エネルギー政策基本法に基づくエネルギー基本計画は、エネルギー需給に関して総合的に講
ずべき施策等を内容とするものであり、第四次計画を２０１４年４月１１日に閣議決定した。 

エネルギー政策 
の基本的視点 

＝
 

“３Ｅ＋Ｓ” 

• 「安定供給（エネルギー安全保障）」 ：Energy Security 
 

• 「コスト低減（効率性）」 ：Economic Efficiency 
 

• 「環境負荷低減」 ：Environment 
 

  を追求・実現 
 
• 「安全性」が前提 ：Safety 

 あらゆる面（安定供給、コスト、環境負荷、安全性）で優れたエネルギー源はない。 
 電源構成については、エネルギー源毎の特性を踏まえ、現実的かつバランスの取れた需

給構造を構築する。 
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             電力コスト 

自給率 震災前（約２０％）を更に上回る概ね２５％程度 

現状よりも引き下げる 
 

＜３Ｅ＋Ｓに関する政策目標＞ 

温室効果 
ガス排出量 

欧米に遜色ない温室効果ガス削減目標 

 
  
 
 
 

安
全
性
が
大
前
提  

安
全
性 

「長期エネルギー需給見通し」策定の基本方針 

 エネルギー政策の基本的視点である、安全性、安定供給、経済効率性、及び環境適合に関
する政策目標を同時達成する中で、 

 徹底した省エネルギー・再生可能エネルギーの導入や火力発電の効率化などを進めつつ、
原発依存度を可能な限り低減させる等、エネルギー基本計画における政策の基本的な方向
性に基づく施策を講じた場合の見通しを示す。 
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 「省エネ・再エネを拡大しつつ、原発依存度を低減させる」ことがエネルギー基本計画の方針。 
 ３Ｅ（自給率向上・ＣＯ２抑制・コスト低下）を同時達成する中でこの方針を実現することが必要。 
 ※（１）自給率を上げるためには、国産・準国産電源（再エネ・原子力）を増やす 
    （２）ＣＯ２を抑制するためには、再エネ・原子力を増やす、石炭を減らす 
      （３）コストを抑制するためには、ベースロード電源（原子力・石炭・水力・地熱）を増やす 
 自給率向上・ＣＯ２抑制と国民負担の抑制を両立させるバランスが重要。 

＜CO2抑制、自給率向上＞ ＜コストの抑制＞ 

３Ｅを巡る基本的な考え方 

原子力 
‒可能な限り低減 

再エネの導入 

原子力 
‒可能な限り低減 

石炭を抑制 
（0.82kg-CO2/kWh） 

 
LNGの活用 

（0.40kg-CO2/kWh） 

ＦＩＴ賦課金：約１．３兆円（今年度） 
（既認定分：約２．７兆円） 

石炭の活用 
（燃料費3.9円/kWh※） 

 
LNGの抑制 

（燃料費8.2円/kWh※） 

※２０１１コスト検証委の値 

再エネの導入 
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原子力 

朝 昼 夜 朝 昼 夜 

電力需要 

地熱・水力・ 
バイオマス 

朝 昼 夜 

  
 
 太陽光 

・風力 
 

  ３Ｅを満たしながら再生可能エネルギーを最大限導入するためには、各電源の個性に合わせた導入（既存電源の置
き換え）が必要。 

 ― 自然条件によらず安定的な運用が可能な地熱・水力・バイオマスは、原子力を置き換える。 
 ―  太陽光・風力（自然変動再エネ）は、調整電源としての火力を伴うため、原子力ではなく火力を置き換える。 

再生可能エネルギーの導入拡大の方策 

火力（バックアップ） 

朝 昼 夜 

太陽光 
・風力 

 

火力 

地熱・水力・バイオマス 

原子力 

朝 昼 夜 

朝 昼 夜 

火力 

太陽光・風力 

自給率 ＝ 

ＣＯ２ ＝ 

コスト △ 

自給率 × 

ＣＯ２ × 

コスト × 

自給率 ○ 

ＣＯ２ ○ 

コスト △ 

自然条件によって出力が
大きく変動する再エネ 
（自然変動再エネ） 

自然条件によらず安定的な
運用が可能な再エネ 

（注） 自然条件に応じて変動する太陽光・
風力では、単独で原子力を代替できず、
原子力を代替するためには調整火力
が必要となるため、火力と共に原子力
を代替していくケースを想定したもの。 
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２０３０年度 
（省エネ対策後） 

２０１３年度 
（実績） 

エネルギー需要 

最終ｴﾈﾙｷﾞｰ消費 

熱 
ガソリン 
都市ガス 
等７５％ 

電力 
２５％ 

３６１百万ｋｌ 

徹底した省エネ 
5,030万kl程度 

（対策前比▲13%程度） 

電力 
２８％ 
程度 

熱 
ガソリン 
都市ガス
等７２％
程度 

経済成長 
１．７％／年 

３２６百万ｋｌ程度 

一次エネルギー供給 

２０３０年度 

石炭２５％程度 

天然ガス１８％程度 

石油３０％程度 

再エネ１３～１４％ 
程度 

原子力１１～１０％ 
程度 

４８９百万ｋｌ程度 

ＬＰＧ ３％程度 

自給率 
２４．３％ 
程度 

２０３０年度の需給構造の見通し：エネルギー需要・一次エネルギー供給 8 



10,650億kWh程度 
省エネ＋再エネ 

で約４割 

徹底した省エネ 
1,961億kWh程度 

（対策前比▲17%） 

電力 
９８０８ 
億kWh 
程度 

電力需要 電源構成 

（総発電電力量） 

12,780億kWh程度 

（総発電電力量） 

２０３０年度 ２０３０年度 ２０１３年度 
（実績） 

経済成長 
１．７％／年 

電力 
９６６６ 
億kWh 

石油 ２％程度 

石炭２２％程度 

ＬＮＧ２２％程度 

原子力１８～１７％ 
程度 

再エネ１９～２０％ 
程度 

省エネ１７％程度 

再エネ２２～２４％ 
程度 

原子力２２～２０％ 
程度 

ＬＮＧ２７％程度 

石炭２６％程度 

石油 ３％程度 

（送配電ロス等） 

水力 ８．８ 
    ～９．２％程度 

太陽光 ７．０％程度 

風力 １．７％程度 

    ﾊﾞｲｵﾏｽ  
３．７～４．６％程度 

地熱 １．０ 
    ～１．１％程度 

ベースロード比率 
：５６％程度 

２０３０年度の需給構造の見通し：電力需要・電源構成 9 



【データ】 IEA Energy Balance 2014 , the World Bank 
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※インドネシア、ロシアは自給率１００％超 

日本(19.9%) 

【出典】総合資源エネルギー調査会原子力小委員会第２回会合  
     ウィリアム・マーチン 元米国エネルギー省副長官提出資料 

【ＯＥＣＤ諸国の一次エネルギー自給率比較 （２０１２年）】 【国民一人当たり所得と自給率】 

１位 ノルウェー

２位 オーストラリア

３位 カナダ

９位 アメリカ

１４位 イギリス

１６位 フランス

２２位 ドイツ

２５位 スペイン

３２位 韓国

３３位 日本

３４位 ルクセンブルク

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

・・・

６８１．３％

１６７．１％

８４．４％

６１．１％

５３．３％

３９．５％

２６．７％

１７．５％

６．３％

３．１％

２４７．４％石炭

原油 天然ガス 水力

再生エネ等
（地熱、太陽光など）

原子力

【出典】 IEA Energy Balance 2014 

（2010年） 

（2012年） 

安定供給：自給率（現状） 

 震災前（２０１０年：１９．９％）に比べて大幅に低下。ＯＥＣＤ３４か国中、２番目に低い水準に。 
 震災前を更に上回る概ね２５％程度まで改善することを目指す。 

※ IEAは原子力を国産エネルギーとして一次エネルギー自給率に含めており、我が国でもエネルギー基本計画で「準
国産エネルギー」と位置付けている。 
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実際の電気料金の総原価には減価償却費（資本費）や人件費、事業報酬等も含まれているが、電源構成
（発電電力量の構成）から一義的に決まらないため、将来まで一定水準であると仮定して比較する。 

２０１３年度 
（現状） 

２０３０年度 

電力コストを現状 
よりも引き下げる 

燃料費 
〈火力・原子力〉 

ＦＩＴ 
買取費用 
 〈再エネ〉 

系統安定化費用 

９．２ 
兆円 

０．５ 
兆円 

５．３ 
兆円 

 
３．７ 
～ 

４．０ 
兆円 

 

９．７兆円 

  ０．１兆円 

原発再稼働による 
燃料費削減 
 
再エネ導入による 
燃料費削減 
 

火力の高効率・構成変化
による燃料費削減 

再エネ導入によるＦＩ
Ｔ年間買取費用の増
加 

▲2～5% 

 再エネの拡大、原発の再稼働、火力の高効率化等に伴い、２０３０年度の燃料費は５．３兆
円まで減少。 

 他方、再エネの拡大に伴い固定価格買取制度（ＦＩＴ）の買取費用が３．７～４．０兆円、系統
安定化費用が０．１兆円増加。 

 これにより、電力コストは現状（２０１３年度 ９．７兆円）に比べ、２～５％程度低減される。 

電力コスト 

５．０ 
兆円 

２０１０年度 
（現状） 
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3.1 2.1 1.0 

12.1 
5.8 8.5 7.6 9.5 

3.0 2.1 

3.8~ 
11.4 

17.9 
23.9 

1.1 2.2 

0.6 
3.3 

1.7 0.6 

3.4 

5.1 2.3 

12.8 
14.1 

4.2 
1.7 

2.6~ 
7.7 

3.0 

3.4 

1.7 
2.3 

1.5 5.5 10.8 

21.0 

5.5 

21.7 

15.6~ 
17.5 

24.7~ 
30.1 

3.0 
1.3 

2.9 

2.5 

1.6 

2.5 

0.3 
1.3 

0.04 0.02 
6.0 

6.0 
0.2 

2.8 

3.5 
1.6 

0.4 

0.01 

3.3 

2.1 

0.03 

0.03 

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

原子力 石炭 

火力 

LNG 

火力 

風力 

（陸上） 

地熱 一般水力 小水力 

(80万円/kW) 

小水力 

（100万円/kW） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

（専焼） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 

（混焼） 

石油 

火力 

太陽光 

（ﾒｶﾞ） 

太陽光 

（住宅） 

ｶﾞｽ 

ｺｼﾞｪﾈ 

石油 

ｺｼﾞｪﾈ 

円/kWh 

2014年モデルプラント試算結果概要、並びに感度分析の概要 
電源 原子力 石炭 

火力 
LNG 
火力 

風力 
（陸上） 

地熱 一般 
水力 

小水力 
80万円

/kW 

小水力 
100万円/kW 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 
（専焼） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 
（混焼） 

石油 
火力 

太陽光 
（ﾒｶﾞ） 

太陽光 
（住宅） 

ｶﾞｽ 
ｺｼﾞｪﾈ 

石油 
ｺｼﾞｪﾈ 

設備利用率 
稼働年数 

70％ 
40年 

70％ 
40年 

70％ 
40年 

20％ 
20年 

83％ 
40年 

45％ 
40年 

60％ 
40年 

60％ 
40年 

87％ 
40年 

70％ 
40年 

30・10％ 
40年 

14％ 
20年 

12％ 
20年 

70％ 
30年 

40％ 
30年 

発電ｺｽﾄ 
円/kWh 

１０.１～ 
(８．８～) 

１２．３ 
（１２．２） 

１３．７ 
（１３．７） 

２１．６ 
（１５．６） 

１６．９※ 
（１０．９） 

１１．０ 
（１０．８） 

２３．３ 
（２０．４） 

２７．１ 
（２３．６） 

２９．７ 
（２８．１） 

１２．６ 
（１２．２） 

３０．６ 
～４３．４ 
（３０．６ 

～４３．３） 

２４．２ 
（２１．０） 

２９．４ 
（２７．３） 

１３．８ 
～１５．０ 
（１３．８ 
～１５．０） 

２４．０ 
～２７．９ 
（２４．０ 
～２７．８） 

2011コスト
等検証委 

８．９～ 
(７．８～) 

９．５ 
（９．５） 

１０．７ 
（１０．７） 

９．９～ 
１７．３ 

９．２～ 
１１．６ 

１０．６ 
（１０．５） 

１９．１ 
～２２．０ 

１９．１ 
～２２．０ 

１７．４ 
～３２．２ 

９．５ 
～９．８ 

２２．１ 
～３６．１ 
（２２．１ 
～３６．１） 

３０．１～ 
４５．８ 

３３．４～ 
３８．３ 

１０．６ 
（１０．６） 

１７．１ 
（１７．１） 

熱価値 
控除 

(6.3~7.0) 

※３ ()内の数値は政策経費を除いた発電コスト 
※２ 2011年の設備利用率は、石炭:80％、LNG:80％、石油：50％、10％ 

燃料価格１０％の
変化に伴う影響 
（円／kWh） 

石炭 
約 ±０．４ 

LNG 
約 ±０．９ 

石油 
約 ±１．５ 

化石燃料価格の感度分析（円/kWh） 

※１ 燃料価格は足元では昨年と比較して下落。それを踏まえ、 
       感度分析を下記に示す。 

追加的安全対策費２倍 
廃止措置費用２倍 
事故廃炉・賠償費用等１兆円増 
再処理費用及びＭＯＸ燃料加工費用２倍 

原子力の感度分析（円/kWh） 

＋０．６ 
＋０．１ 

＋０．０４ 
＋０．６ 

※４  地熱については、その政策経費は今後の開発拡大のための予算が
大部分であり、他の電源との比較が難しいが、ここでは、現在計
画中のものを加えた合計143万kwで算出した発電量で関連予算を
機械的に除した値を記載。 

政策経費 

事故リスク 
対応費 

ＣＯ２対策費 

燃料費 

運転維持費 

追加的安全 
対策費 

資本費 

凡例 

熱価値 
控除 

(7.7~9.3) 
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3.1 2.1 1.0 

10.8 12.7 
5.8 8.5 7.6 9.5 

3.0 2.1 

3.8~ 
11.4 

10.3 12.9 

1.1 2.2 0.6 
3.3 

1.7 0.6 

3.0 
7.4 

5.1 2.3 

12.8 
14.1 

4.2 
1.7 

2.6~ 
7.7 

2.6 
2.4 

1.7 2.3 

1.5 5.1 10 

21.0 

5.1 

19.3 

14.8~ 
16.7 

27.4~ 
32.9 

4.0 1.8 3.9 

3.2 

2.6 

4.2 

0.3 
1.5 

0.04 0.02 
5.3 

10.1 

5.9 
0.2 

2.8 
3.5 

1.6 

0.4 

0.04 

2.0 
0.2 

0.03 

0.03 

0.0
5.0

10.0
15.0
20.0
25.0
30.0
35.0
40.0

原子力 石炭火力 LNG火力 風力(陸上) 風力(洋上) 地熱 一般水力 小水力(80万円/kW) 小水力(100万円/kW) ﾊﾞｲｵﾏｽ（専焼） ﾊﾞｲｵﾏｽ（混焼） 石油火力 太陽光（ﾒｶﾞ） 太陽光（住宅） ｶﾞｽｺｼﾞｪﾈ 石油ｺｼﾞｪﾈ 

政策経費 

事故リスク 
対応費 

ＣＯ２対策費 

燃料費 

運転維持費 

追加的安全 
対策費 

資本費 

凡例 

2030年モデルプラント試算結果概要、並びに感度分析の概要 

自然変動電源の導入割合 再エネ全体の導入割合 調整コスト 

６６０億kWh（６％）程度 １９～２１％程度 年間 ３，０００億円程度 

９３０億kWh（９％）程度 ２２～２４％程度 年間 ４，７００億円程度 

１２４０億kWh（１２％）程度 ２５～２７％程度 年間 ７，０００億円程度 

円/kWh 

＜自然変動電源（太陽光・風力）の導入拡大に伴う調整コスト＞ ※導入割合については、総発電電力量が１兆６５０億kWhの場合 

電源 原子力 石炭 
火力 

LNG 
火力 

風力 
（陸上） 

風力 
（洋上） 

地熱 一般 
水力 

小水力 
80万円/kW 

小水力 
100万円/kW 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 
（専焼） 

ﾊﾞｲｵﾏｽ 
（混焼） 

石油 
火力 

太陽光 
（ﾒｶﾞ） 

太陽光 
（住宅） 

ｶﾞｽ 
ｺｼﾞｪﾈ 

石油 
ｺｼﾞｪﾈ 

設備利用率 
稼働年数 

70％ 
40年 

70％ 
40年 

70％ 
40年 

20~23％ 
20年 

30％ 
20年 

83％ 
40年 

45％ 
40年 

60％ 
40年 

60％ 
40年 

87％ 
40年 

70％ 
40年 

30・10％ 
40年 

14％ 
30年 

12％ 
30年 

70％ 
30年 

40％ 
30年 

発電ｺｽﾄ 
円/kWh 

１０.３～ 
（８．８～） 

１２．９ 
（１２．９） 

１３．４ 
（１３．４） 

１３．６ 
～２１．５ 
（９．８ 

～１５．６） 

３０．３ 
～３４．７ 
（２０．２ 
～２３．２） 

１６．８ 
（１０．９） 

１１．０ 
（１０．８） 

２３．３ 
（２０．４） 

２７．１ 
（２３．６） 

２９．７ 
（２８．１） 

１３．２ 
（１２．９） 

２８．９ 
～４１．７ 
（２８．９～ 
４１．６） 

１２. ７ 
～１５．６ 
（１１．０～ 
１３．４） 

１２．５ 
～１６．４ 
（１２．３～ 
１６．２） 

１４．４ 
～１５．６ 
（１４．４～ 
１５．６） 

２７．１ 
～３１．１ 
（２７．１～ 
３１．１） 

2011コスト
等検証委 

８．９～ １０．３ １０．９ ８．８～ 
１７．３ 

８．６～ 
２３．１ 

９．２～ 
１１．６ 

１０．６ １９．１ 
～２２．０ 

１９．１ 
～２２．０ 

１７．４ 
～３２．２ 

９．５ 
～９．８ 

２５．１～ 
３８．９ 

１２．１～ 
２６．４ 

９．９～ 
２０．０ 

１１．５ １９．６ 

熱価値 
控除 
(9.0~ 
10.5) 

熱価値 
控除 
(5.9~ 
6.5) 

※３ ()内の数値は政策経費を除いた発電コスト 

※２ 2011年の設備利用率は、石炭:80％、LNG:80％、
石油：50％、10％ 

燃料価格１０％の
変化に伴う影響 
（円／kWh） 

石炭 
約 ±０．４ 

LNG 
約 ±０．９ 

石油 
約 ±１．５ 

化石燃料価格の感度分析（円/kWh） 追加的安全対策費２倍 
廃止措置費用２倍 
事故廃炉・賠償費用等１兆円増 
再処理費用及びＭＯＸ燃料加工費用２
倍 

原子力の感度分析（円/kWh） 

＋０．６ 
＋０．１ 

＋０．０４ 
＋０．６ 

※１ 今後の政策努力により化石燃料の調達価格が下落する可
能性あり。感度分析の結果は下記の通り。 
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環境適合：温室効果ガス排出量削減への貢献（現状） 

※「電力分」は、一般電気事業者による排出量 

1990年度 2005年度 2010年度 2011年度 2012年度 2013年度 

温室効果ガス排出量 （百万t-
CO2） １，２７０ １，３９７ １，３０４ １，３５４ １，３９０ １，４０８  

エネ起CO2排出量 （百万t-CO2） １，０６７ １，２１９ １，１３９ １，１８８ １，２２１ １，２３５ 

  うち電力分※ （百万t-CO2） ２７５ ３７３ ３７４ ４３９ +65 ４８６ +112 ４８４ +110 

  うち電力分以外 （百万t-CO2） ７９２ ８４６ ７６５ ７４９ ▲16 ７３５ ▲30 ７５１ ▲14 

（10年比） （10年比） （10年比） 

我が国の温室効果ガス排出量の推移 

【出典】 総合エネルギー統計、環境行動計画（電気事業連合会）、日本の温室効果ガス排出量の算定結果（環境省）をもとに作成。 

８％増加 

 震災以降、温室効果ガス排出量は増加。２０１３年度のエネルギー起源ＣＯ２排出量は、１，
２３５百万トンと過去最大であり、２０１０年度と比べると約１割増。 

 欧米に遜色ない温暖化ガス削減目標を掲げ世界をリードすることに貢献する見通しである
ことを目指す。 
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◆ 米国は2005年比の数字を、ＥＵは1990年比の数字を削減目標として提出 

【主要国の約束草案】 

2013年比 1990年比 2005年比 

日本 
（約束草案政府原案） 

▲26.0% 
（2030年）  

▲18.0% 
（2030年）  

▲25.4% 
（2030年）  

米国 ▲18～21% 
（2025年） 

▲14～16％ 
（2025年） 

▲26～28％ 
（2025年） 

EU ▲24% 
（2030年）  

▲40％ 
（2030年） 

▲35％ 
（2030年） 

 ２０３０年度のエネルギー起源ＣＯ２排出量は、２０１３年度の温室効果ガス総排出量比で 
▲２１．９％。 

 我が国の温室効果ガス削減に向けた約束草案は、上記にメタン等のその他温室効果ガス、
吸収源対策を加え、２０３０年度に２０１３年比▲２６．０％（２００５年比▲２５．４％）の水準。 

温室効果ガス排出量削減への貢献（２０３０年度） 15 



 2013年度比 （2005年度比） 

 エネルギー起源CO2    ▲２１．９％ （▲２０．９％） 

 その他温室効果ガス ▲１．５％ （▲１．８％） 

 吸収源対策 ▲２．６％ （▲２．６％） 

●温室効果ガス削減量  ▲２６．０％ （▲２５．４％） 

 

  2030年度の各部門の排出量の目安 2013年度 （2005年度） 

エネルギー起源ＣＯ２ 927 1,235 （1,219） 

  産業部門 401 429 （457） 

  業務その他部門 168 279 （239） 

  家庭部門 122 201 （180） 

  運輸部門 163 225 （240） 

  エネルギー転換部門 73 101 （104） 

  2030年度の排出量の目標 2013年度 （2005年度） 

非エネルギー起源ＣＯ２ 70.8 75.9 （85.4） 

メタン（ＣＨ４） 31.6 36.0 （39.0） 
一酸化二窒素（Ｎ２Ｏ） 21.1 22.5 （25.5） 

  2030年の排出量の目標 2013年 （2005年） 

ＨＦＣ等４ガス 28.9 38.6 （27.7） 

  

ＨＦＣs 21.6 31.8 （12.7） 
ＰＦＣs 4.2 3.3 （8.6） 
ＳＦ６ 2.7 2.2 （5.1） 
ＮＦ３ 0.5 1.4 （1.2） 

（１）エネルギー起源二酸化炭素 
我が国の温室効果ガス排出量の９割を占めるエネルギー起源二酸化炭

素の排出量については、2013年度比▲25.0%（2005年度比▲24.0％）の
水準（約９億2,700万t-ＣＯ２）。 

（２）非エネルギー起源二酸化炭素 
非エネルギー起源二酸化炭素については、2013年度比▲6.7%（2005

年度比▲17.0％）の水準（約7,080万t-ＣＯ２）にすることを目標とする。 
 

 （３）メタン 
メタンについては、2013年度比▲12.3%（2005年度比▲18.8％）の水

準（約3,160万t-ＣＯ２）にすることを目標とする。 
 

（４）一酸化二窒素 
一酸化二窒素については、2013年度比▲6.1%（2005年度比▲17.

4％）の水準（約2,110万t-ＣＯ２）にすることを目標とする。 
 
（５）ＨＦＣ等４ガス 
ＨＦＣ等４ガス（ＨＦＣs、ＰＦＣs、ＳＦ６、ＮＦ３）については、2013年比▲25.

1%（2005年比＋4.5％）の水準（約2,890万t-ＣＯ２）にすることを目標とする。 

２．温室効果ガス吸収源 
  
吸収源活動により3,700万t-ＣＯ２（2013年度総排出量の▲2.6%相当（2005年度総排出量の▲2.6％相当））（森林吸収源対策により2,780万t-ＣＯ２（2013年度総排出量の▲2.

0%相当（2005年度総排出量の▲2.0％相当））、農地土壌炭素吸収源対策及び都市緑化等の推進により910万t-ＣＯ２（2013年度総排出量の▲0.6%相当（2005年度総排出量の
▲0.7％相当）））の吸収量の確保を目標とする。 
  
３．ＪＣＭ及びその他の国際貢献 
  
途上国への温室効果ガス削減技術、製品、システム、サービス、インフラ等の普及や対策実施を通じ、実現した温室効果ガス排出削減・吸収への我が国の貢献を定量的に評

価するとともに、我が国の削減目標の達成に活用するため、ＪＣＭを構築・実施していく。これにより、民間ベースの事業による貢献分とは別に、毎年度の予算の範囲内で行う日
本政府の事業により2030年度までの累積で5,000万から１億t-ＣＯ２の国際的な排出削減・吸収量が見込まれる。また、国際貢献として、ＪＣＭに加えて政府関係機関及び産業界
の取組による排出削減ポテンシャルが見込まれる。併せて、途上国の排出削減に関する技術開発の推進及び普及、人材育成等の国際貢献についても、積極的に取り組む。 

１．温室効果ガス排出量の削減 

日本の約束草案 16 



電源構成を変化させた場合の影響   

石炭▲１％ ＬＮＧ▲１％ 原子力▲１％ 再エネ▲１％ 

石炭＋１％ 
＋４．４百万t-CO2 

▲６４０億円 

＋８．４百万t-CO2 

＋３４０億円 

＋８．４百万t-CO2 

▲１，８４０億円 

ＬＮＧ＋１％ 
▲４．４百万t-CO2 

＋６４０億円 

＋４．０百万t-CO2 

＋９８０億円 

＋４．０百万t-CO2 

▲１，２００億円 

原子力＋１％ 
▲８．４百万t-CO2 

▲３４０億円 

▲４．０百万t-CO2 

▲９８０億円 

±０百万t-CO2 

▲２，１８０億円 

再エネ＋１％ 
▲８．４百万t-CO2 

＋１，８４０億円   

▲４．０百万t-CO2 

＋１，２００億円 

±０百万t-CO2 

＋２，１８０億円 

※各数値はいずれも概数。 

石炭 ＬＮＧ 原子力 再エネ 

発電効率    41% 48% － － 

燃料単価 14,044円/t 79,122円/t 1.54円/kWh － 

FIT買取単価 － － － 22円/kWh 

諸元（２０３０年度） 

※1  火力の発電効率は、再エネ導入増に伴う設備利用率減少による効率低下を想定した値 
※2  火力の燃料単価は燃料輸入費、原子力の燃料単価は核燃料サイクル費用 
※3  再エネについては、便宜上全て風力発電で計算したもの。実際には、電源の特性を踏まえた代替のあり方に

沿って導入が進むことに留意が必要。 

（各電源が発電量全体に占める割合を１％増減させた場合の影響） 
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＜各部門における主な省エネ対策＞ 

 産業部門  ＜▲１，０４２万ｋｌ程度＞  業務部門  ＜▲１，２２６万ｋｌ程度＞ 

 家庭部門  ＜▲１，１６０万ｋｌ程度＞ 

 運輸部門  ＜▲１，６０７万ｋｌ程度＞ 

 主要４業種（鉄鋼、化学、セメント、紙・パルプ）   ⇒ 

低炭素社会実行計画の推進 
 
工場のエネルギーマネジメントの徹底 
   ⇒   製造ラインの見える化を通じたエネルギー効率の改善 
 
 革新的技術の開発・導入 
  ⇒ 環境調和型製鉄プロセス（ＣＯＵＲＳＥ５０）の導入 
            （鉄鉱石水素還元、高炉ガスCO2分離等により約30%のCO2を削減）      
    二酸化炭素原料化技術の導入       等 
     （二酸化炭素と水を原料とし、太陽エネルギーを用いて基幹化学品を製造） 

 
 業種横断的に高効率設備を導入 
   ⇒   低炭素工業炉、高性能ボイラ 等 

 次世代自動車の普及、燃費改善 
  ⇒ ２台に１台が次世代自動車に 
  ⇒  燃料電池自動車：年間販売最大１０万台以上 
 
 

 交通流対策 

 建築物の省エネ化 
   ⇒ 新築建築物に対する省エネ基準適合義務化 
 
 ＬＥＤ照明・有機ＥＬの導入 
        ⇒ ＬＥＤ等高効率照明の普及 
 
 ＢＥＭＳによる見える化・エネルギーマネジメント 
    ⇒ 約半数の建築物に導入 
 

 国民運動の推進 

 住宅の省エネ化 
    ⇒ 新築住宅に対する省エネ基準適合義務化 
 

 ＬＥＤ照明・有機ＥＬの導入 
        ⇒ ＬＥＤ等高効率照明の普及 
 

 ＨＥＭＳによる見える化・エネルギーマネジメント 
    ⇒ 全世帯に導入 
 

 国民運動の推進 

 各部門における省エネルギー対策の積み上げにより、５，０３０万ｋｌ程度の省エネルギーを計上 

省エネルギー対策 18 
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（2005年連鎖兆円） （原油換算百万kl） 最終エネルギー消費量 

1973→2013 

1.3倍 
2012→2013 

▲1.0% 

1973→2013 

1.8倍 
2012→2013 

▲2.4% 

1973→2013 

2.0倍 
2012→2013 

▲2.6% 

1973→2013 

2.5倍 
2012→2013 

+6.8% 

1973→2013 

0.9倍 
2012→2013 

▲2.7% 

【出典】総合エネルギー統計、国民経済計算年報、EDMCエネルギー・経済統計要覧。 

我が国の最終エネルギー消費の推移 

 ２０１３年度の最終エネルギー消費は、前年に比べ▲１．０％と３年連続で減少。全体的に減
少傾向にある中で、経済活動の回復等により業務部門が増加。 

 オイルショック後から比べると、実質ＧＤＰが２．５倍に増加する中で、最終エネルギー消費
の増加は１．３倍に留まっている。 

産業部門 

家庭部門 

運輸部門 

業務部門 

実質GDP 
1973→2013 

2.5倍 
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エネルギー効率 ＝ 最終エネルギー消費量／実質ＧＤＰ 

３５％改善 
 

【エネルギー効率の改善】 

（年） 

 省エネルギー対策を徹底して進めた後のエネルギー需要の見通しは、最終エネルギー消費 
３２６百万ｋｌ程度（対策前比▲１３％）。 

 これらの対策の積み上げにより、石油危機後並みの大幅なエネルギー効率改善を実現。 

エネルギー消費効率の改善 20 



１．省エネルギー 
2030年に、対策前比17%削減 

（2,130億kWh程度） 

２．再生可能エネルギー 
安定的な運用が可能な地熱・水力・バイオマス 

（+382～531億kWh） 

３．火力の高効率化 
石炭の発電効率が全体で6.7%向上 

（+169億kWh） 

原発比率 ： 2030年に2,317～2,168億kWh程度 
         （電源構成比20～22%） 

（自家発） 
 
 

石炭 
 
 
 
 

LNG 
 
 
 

石油 
 

再エネ 
 
 
 

原子力 27% 
20～22% 2,868 

億kWh 

震災前10年間の 
平均的な電源構成 

原発依存度低減の考え方 

 エネルギー基本計画において、原発依存度は、「省エネルギー・再生可能エネルギーの導
入や火力発電所の効率化などにより、可能な限り低減させる」としている。 

※風力の平滑化効果を含む 

21 



再生可能エネルギーの現状 



※2012年度、2013年度、2014年度9月までは余剰電力買取制度の 
   賦課金負担も含む数字 

再生可能エネルギー導入量（ｋW） 

 ２０１２年の固定価格買取制度の導入等により、再エネ導入量は大幅に増加（制度開始前と比較して約８割
増）。認定容量も約７,４００万ｋWまで拡大。 

 他方、固定価格買取制度に基づく２０１５年度の賦課金は総額約 １兆３，２００億円であり、昨年度（総額 
  約６,５００億円）と比較して大きく増加。 

再生可能エネルギーの導入状況 

２，０００ 

（万ｋＷ） 

２０１１年度 ２０１２年度 

２，５００ 

２０１０年度 

２０１３年度は1年間で 
約７２０万ｋＷ増（前年比３割増） 

２０１３年度 

２０１２年度は１年間で 
約２４０万ｋＷ増（前年比１割増） 

約１，９００万ｋＷ 

（注）大規模水力は除く。 

約２，０００万ｋＷ 
約２，２４０万ｋＷ 

約２，９６０万ｋＷ 

７，０００ 

約７，４００万ｋＷ 

２０１４年１２月末の 
認定容量 

：導入量 

：認定容量 

２０１４年度 
（１２月末時点） 

約３，６４０万ｋＷ 

３，０００ 

2,000億円 

2012年度 2013年度 2014年度 

6,000億円 

4,000億円 

FIT賦課金総額 
約3,500億円 
一家庭あたり 
年間約1,400円 

再生可能エネルギー拡大支援（億円） 

FIT賦課金総額 
約1,900億円 
一家庭あたり 
年間約1,000円 

8,000億円 

1兆円 

1.2兆円 

Ｆ 
Ｉ 
Ｔ 

賦課金 

2015年度 

FIT賦課金総額 
約6,500億円 
一家庭あたり 
年間約2,700円 

FIT賦課金総額 
約 1兆 3,200億円 

一家庭あたり 
年間約 5,700円 
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出力抑制は再エネ最大導入の方策 

電力需要 

発電設備（太陽光パネル）を増設すると・・・ 

自然条件によって発電量が過剰に
なる恐れがあるため、１００万ｋＷま
でしか太陽光の設備を導入できない。 

（例） 
１００万ｋＷ 

但し、太陽光を抑制すれば、太陽
光の設備を更に導入し、結果として
再エネの導入が拡大される。 

朝 昼 夜 朝 昼 夜 

より多くの再エネを導
入できる。 

需要を上回る分だけ 

太陽光を抑制すれば… 

 太陽光が１００万kwの需要を上回って発電すると停電のリスクが生じる 
 しかし需要を上回る分だけ太陽光を抑制すればより多くの再エネを導入できる。 

24 



○立地面や燃料供給面での制約を踏まえつつ、実現

可能な最大限まで導入。こうした制約が克服された

場合には、導入量はさらに伸びる事が想定される。 

地熱・水力・バイオマス 

○国民負担の抑制とのバランスを踏まえつつ、電

力コストを現状（9.7兆円）よりも引き下げる範囲

で最大限導入。 

風力・太陽光 （自然変動再エネ） 

地熱 

バイオ
マス 

水力 

26億kWh 

102～113 
億kWh程度 

(1.0～1.1%程度) 

176億kWh 

394～490 
億kWh程度 

(3.7～4.6%程度) 

約４倍 

約３倍 

（2030年度発電電力量） （2013年度発電電力量） 

849億kWh 

939～981 
億kWh程度 

(8.8～9.2%程度) 

太陽光 

風力 

114億kWh 
749 

億kWh程度 
(7.0%程度) 

52億kWh 
182 

億kWh程度 
(1.7%程度) 

約７倍 
（2030年度発電電力量） （2013年度発電電力量） 

約４倍 

【約52万kW】 
【約155万kW】 

【約252万kW】 【約602～728万kW】 

【約4,650万kW】 
【約4,847～4,931万kW】 

【約2,100万kW】 

【約6,400万kW】 

【約270万kW】 
【約1,000万kW】 

 ２０３０年度の再生可能エネルギーの導入量は、合計で２，３６６～２，５１５億ｋＷｈ程度（２２
～２４％程度）の導入と、２０１３年度の約２倍、水力を除くと約４倍の導入を見込む。 

 その際のＦＩＴ買取費用は、約３．７兆円～約４兆円程度と見込まれ、電力コストを現状よりも
引き下げる範囲で最大限導入。 

再生可能エネルギーの最大限の導入：導入見通し 25 



原子力政策 



日本の原子力発電所（2015年8月19日時点） 

 本年4月末、高経年炉5基（敦賀1号機、美浜1号機・2号機、島根1号機、玄海1号機）が運転終了。2基（高浜1号機・2号
機）は、運転期間延長認可が申請された。また、同8月11日に川内原発1号機が起動した。 

 現在、原子力規制委員会による審査や検査を受けている原発は計15原発25基。 
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東京電力㈱福島第二原子力発電所 

PWR 
BWR 

北海道電力㈱泊発電所 電源開発㈱大間発電所 

東北電力㈱女川原子力発電所 

中部電力㈱浜岡原子力発電所 

 日本原子力発電㈱ 
  東海・東海第二発電所 

東京電力㈱福島第一原子力発電所 

東京電力㈱柏崎刈羽原子力発電所 

九州電力㈱川内原子力発電所 四国電力㈱伊方発電所 

九州電力㈱玄海原子力発電所 

中国電力㈱島根原子力発電所 

北陸電力㈱志賀原子力発電所 

日本原子力発電㈱敦賀発電所 

関西電力㈱高浜発電所 

関西電力㈱大飯発電所 

関西電力㈱美浜発電所 

ABWR 

２９ ２４ ２２ ２１ ２５ １８ １８ 
 

 ２２ ９ 

 ２８ 

 ３８ 

３６  ３５  ２３  ２２ 

４０ ３９ ３０ ３０ 

２６ 

 ３４  ２１ １８ 

２６ ２４   ５ 

３７ ３３ ２０ 

 ２１ １０ 

 ３３  ３１  ２８  ３０ 

 ３６ 

３１ ２０ １３ 

９ 

 ２７ 
※ 号機の上部の数値は電気出力(万kW)、 

   号機内の数値は運転開始後の経過年数。 

  ３１ ２９ 

出力規模 
 
 
 
 50万ｋW未満 100万ｋW未満 100万ｋW以上 

17   110 

36  116   

58  58  91 

52   83   83 

110 

46  78  78  78  78  110 

139 

110  110   110  110 

110  110   110  110  110   136  136 

54   84   110  114  
138 

 54   121 

34   50    83 

118  118   118  118 

 83   83   87   87 

 46   82   137 

 56   56  118   118 

 89  89    57   57   89 

 138 

           

      

(平成25年9月27日) (平成25年7月8日) 

(平成25年7月8日) 

(平成25年7月8日) 

(平成25年12月25日) 

(平成25年7月12日) 

(平成25年7月8日) (平成25年7月8日) 

(平成26年2月14日) 

(平成26年5月20日) 

(平成25年12月27日) 

(平成26年6月10日) 

(平成26年8月12日) 

(平成26年12月16日) 

(平成27年3月17日) 

(平成27年3月17日) 

：新規制基準への適合性確認を申請 
 した炉         （ ）内は申請日 
                                                                                                          

(平成27年6月16日) 

東北電力㈱東通原子力発電所 

東京電力㈱東通原子力発電所 

：運転期間延長認可申請を行った炉 

：起動した炉      （ ）内は起動日 
                                                                                                          

(平成27年8月11日) 

27 
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川内原発 
（１・２号機） 

高浜原発 
（３・４号機） 

2013年 7月   8日       新規制基準への適合性審査申請。 
2015年 2月 12日     原子炉設置変更許可。 
      8月   4日    ３号機工事計画認可。 
      8月 17日     ３号機の使用前検査の開始。 
              ※仮処分の異議申立て次回期日 9月3日 

伊方原発 
（３号機） 

2013年 7月8日       新規制基準への適合性審査申請。 
2015年 7月15日   原子炉設置変更許可。 

大飯原発 
（３・４号機） 
玄海原発 
（３・４号機） 

2013年 7月8日     新規制基準への適合性審査申請。 
現在             基準地震動に係る審議は概ね終了。現在、原子炉設置変更許可 
               の補正申請に向けて各電力が作業中。引き続き、原子力規制委   
              員会による審査中。 

【審査が先行している原発について】 

＜原子炉等規制法に基づく手続について＞ 
設置変更許可・・・原子炉の基本設計に相当。耐震や重大事故対策などが新規制基準に適合することを確認し、許可を行うもの。 
工事計画認可・・・工事のスケジュールのほか、安全上重要な施設の強度解析や、新規導入設備の仕様等について確認し、認可を行うもの。 
保安規定変更認可・・・運転管理体制等が災害の防止に十分であるかを確認し、認可を行うもの。 
使用前検査・・・新規制基準に対応して新しく導入した設備等について、その設置状況、機能等を確認するもの。 

原発再稼働に向けた状況  

 2013年 7月8日     
 2014年 9月10日  
 2015年  3月30日    
  6月10日
  8月11日 
  8月14日    

新規制基準への適合性審査申請。 
原子炉設置変更許可。 
１号機の使用前検査の開始。 
２号機の使用前検査の開始。 
１号機の原子炉起動。 
１号機の発電開始。 
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原子力発電所の運転年数の状況（平成27年8月19日時点） 

浜岡1 
(54.0) 

東海1 
(16.6) 

注）括弧内は出力（万ｋＷ） 

川内2 
(89.0) 

柏崎 
刈羽1 
(110.0) 

高浜1 
(82.6) 

東海 
第二 

(110.0) 

大飯2 
(117.5) 

川内1 
(89.0) 

福島 
第二3 
(110.0) 

浜岡3 
(110.0) 

敦賀1 
(35.7) 

高浜2 
(82.6) 

美浜3 

(82.6) 

福島 
第二1 
(110.0) 

女川1 
(82.5) 

高浜4 
(87.0) 

福島 
第二4 
(110.0) 

泊1 
(57.9) 

美浜1 

(34.0) 

第一1 美浜2 
(50.0) 

島根1 
(46.0) 

玄海1 
(55.9) 

伊方1 
(56.6) 

大飯1 
(117.5) 

玄海2 
(55.9) 

伊方2 
(56.6) 

福島 
第二2 
(110.0) 

高浜3 
(87.0) 

敦賀2 
(116.0) 

島根2 

(82.0) 

運転 
開始 1970 1971 1972 1973 1974 1975 1976 1977 1978 1979 1980 1981 1982 1983 1984 1985 1986 1987 

1988 1989 

志賀1 

(54.0) 

浜岡4 

(113.7) 

伊方3 
(89.0) 

柏崎 
刈羽2 
(110.0) 

大飯3 
(118.0) 

柏崎 
刈羽3 
(110.0) 

玄海3 
(118.0) 

玄海4 
(118.0) 

浜岡5 
(138.0) 

柏崎 
刈羽5 
(110.0) 

泊2 
(57.9) 

大飯4 
(118.0) 

刈羽4 
(110.0) 

女川2 
(82.5) 

柏崎 
刈羽6 
(135.6) 

柏崎 
刈羽7 
(135.6) 

女川3 
(82.5) 

東通1 
(110.0) 

志賀2 
(120.6) 

泊3 
(91.2) 

運転 
開始 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 

浜岡2 
(84.0) 

2009 

1969 1968 1967 1966 

30年～39年経過 

20年～30年経過 10年～20年経過 0年～10年経過 

福島 

(46.0) 

福島 
第一2 
(78.4) 

福島 
第一3 
(78.4) 

福島 
第一4 
（78.4） 

第一1 

1 3 4 8 5 10 13 14 18 21 22 24 27 32 35 総基数 

52 37 39 41 45 48 49 50 53 55 56 57 総基数 

福島 
第一6 
(110.0) 

福島 
第一5 
(78.4) 

柏崎 

40年以上経過 

c  40年超運転申請対象（本年4～7月） 

廃止措置決定済 

40年超運転申請済 

 本年4月末、高経年炉5基（敦賀1号機、美浜1号機・2号機、島根1号機、玄海1号機）が運転終了。2基（高浜1号機・2

号機）は、運転期間延長認可が申請された。 
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原子力政策における課題① 

Ⅰ．総論 

－政府は、この検討を踏まえて、必要な措置を具体化し、講じていくべき。 

Ⅱ．福島第一原発事故の教訓 

－「安全神話」の反省、廃炉・汚染水対策、福島の復興支援。 

Ⅲ．我が国のエネルギー事情と原子力の位置付け 

－エネルギーセキュリティを高めるために重要な選択肢。再エネと同様、温室効果ガス削減の議論
の中で非常に大きい役割。 

Ⅳ．原発依存度低減の達成に向けた課題 

－廃炉時の放射性廃棄物は、事業者の処分地確保の取組、規制基準の早急な策定が必要。 

－廃炉の先送りを避け、安全な廃炉が阻害されないよう、費用の計上を平準化する措置が必要。 

－限られた国の財源の中で、廃炉に伴う立地市町村の経済・雇用・財政等への対策を検討すべき。 

－廃炉に見合う供給能力の取扱いを含めた原子力の将来像が明らかにならなければ、立地自治
体等が判断をしにくいと意見があった。 

Ⅴ．原子力の自主的安全性の向上、技術・人材の維持・発展 

－我が国の中で必要な技術・人材を確保。一定規模のサプライチェーンを確保し、ＯＪＴが可能とな
る環境を整備。 

－当面、①軽水炉安全技術・人材ロードマップの策定、②産業界の自主的安全性向上に係る取組
の改善内容の取りまとめを行う。 

（総合資源エネルギー調査会原子力小委員会 中間整理（平成26年12月） 概要） 
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Ⅵ．競争環境下における原子力事業の在り方 

－電力自由化を行いつつ、エネルギーミックスの達成に向けて、各エネルギー源に対して適切
な政策的措置を講じていくことが必要。 

－具体的には、①事業者の財務・会計面のリスクを合理的な範囲とする措置を講じるとともに、
②競争環境下における核燃料サイクル事業について、資金拠出の在り方等を検証し、必要な
措置を講じていく。 

－原賠制度の見直し、運転延長の申請時期の見直しなどは、関係機関が相互に連携し、課題
の解決に向け取り組むべき。 

Ⅶ．使用済燃料問題の解決に向けた取組と核燃料サイクル政策の推進 

－核燃料サイクル事業を安定的に進めるための体制、官民の役割分担、必要な政策的措置、
時間軸等について、現実的な検討が必要。 

－最終処分は、①科学的有望地の選定の要件・基準等、②地域に対する支援の在り方等の更
なる具体化等を議論。 

Ⅷ．世界の原子力平和利用への貢献 

－福島事故の知見と教訓の国際社会への共有や安全性を高めた資機材や技術の輸出等も通
じて世界の安全向上に貢献。その際、オペレーション・人材育成・安全規制等の基盤制度整備
により積極的に関わっていく方策を検討。 

Ⅸ．国民・自治体との信頼関係構築 

－①「結論ありき」でなく、科学的・客観的な情報提供、②エネルギー政策の観点からの原子力
の位置付けに関する国民に向けた説得力のある議論、③立地自治体や住民の貢献を踏まえ
た全国的な理解の深化を進める。 

原子力政策における課題② 
（総合資源エネルギー調査会原子力小委員会 中間整理（平成26年12月） 概要） 
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エネルギー分野のシステム改革 



異分野からの参画 
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電力会社 
・一般電気事業者 
 （東京電力、関西電力等） 
・卸電気事業者（Jパワー、原電） 

 etc. 

ガス会社 
 ・一般ガス事業者 
  （東京ガス、大阪ガス等） 
 ・ガス導管事業者 
  （INPEX、JAPEX等） 

 etc. 

• 我が国のLNG輸入量のうち、約７割は
電力会社 

• 主要ガス会社は既に430万kW程度の
火力発電を保有 

• 大手ガス2社の連結営業利益の２～3
割を電力が占める 

＜市場の垣根を撤廃＞ 電力市場 
（従来は地域独占） 

都市ガス市場 
（従来は地域独占） 

※他エネルギーとの競合と未普
及地域が存在 

≪総合エネルギー市場の創出≫ 

ガス会社によ
る電力・ガスの
セット販売 

電力会社によ
る電力・ガスの
セット販売 

異分野サービ
スを組み合わ
せた電力販売 

異分野サービ
スを組み合わ
せたガス販売 

連携・アライアンスの可能性 

連携・アライアンスの可能性 

新規参入 

新規参入 

ＩＴ、自動車等 石油、ＬＰガス等 

国内に閉じることなく、 
海外市場開拓・獲得も目指す 

○ 「光熱費」という言葉があるように、消費者にとってエネルギー市場は一体のもの。他方で、従来、
我が国のエネルギー市場は、電力、ガス、熱等の業態ごとに制度的な「市場の垣根」が存在。 

   （※）石油やＬＰガスは既に参入規制なく、自由な市場 

○ 一体的な制度改革により「市場の垣根」を撤廃し、エネルギー企業の相互参入や異業種からの
新規参入を進める。これにより、競争によるコスト低廉化を図るとともに、消費者の利便性を向
上させる。 

○ さらに、国内市場に閉じることなく、総合エネルギー企業による海外市場の開拓・獲得も目指す。 

一体的な制度改革による総合エネルギー市場の創出 33 



電力システム改革の全体像 

○３段階での改革の実施スケジュールが第１弾改正法で規定されている。今年の通常国会に、
送配電部門の法的分離等を盛り込んだ第３弾の改正法案を提出し、平成２７年（２０１５年）６
月１７日に成立（同月２４日公布）したところ。 

【第１段階】 
２０１５年４月 

設立 

【第２段階】 
２０１６年４月１日 

に実施 

【第３段階】 
２０２０年４月１日 

に実施 

２０１５年 
通常国会 
提出・成立 

           

２０１４年 
通常国会 
提出・成立 

２０１３年 
臨時国会 
提出・成立 

第１弾改正 第２弾改正 第３弾改正 

改
革
の
柱
① 

改
革
の
柱
③ 

改
革
の
柱
② 

電
力
シ
ス
テ
ム
に
関
す
る
改
革
方
針 

 

第
１
弾
改
正
法
案
成
立 

第
２
弾 

改
正
法
案
成
立 

送配電 
部門の 
法的分離 

広域的運営 
推進機関 
の設立 

小売全面 
自由化 

（参入自由化） 

（※２０１５年目途：電力取引監視等委員会の設立） 

料金規制の 
経過措置期間 

 
（国が競争状況をレビュー） 

料金規制 
の撤廃 

（経過措置終了） 第
２
段
階
、
第
３
段
階
に
つ

い
て
も
方
針
を
規
定 

法的分離と同
時期かそれ以
降のタイミング 

総
合
資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
の
専
門
委
員
会
で 

報
告
書
を
取
り
ま
と
め 

2013年4月2日 
閣議決定 

2014年 
6月11日 

2013年 
11月13日 

2013年 
2月15日 

2015年 
4月1日 

第
３
弾 

改
正
法
案
成
立 

2015年 
6月17日 
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既存電力会社Ａ 

送配電部門の中立化（電気事業法第三弾改正） 

送配電（独占の規制部門） 発電（競争部門） 小売（競争部門） 
既存電力会社Ａ 既存電力会社Ａ 

新電力Ｃ 発電事業者Ｂ 

競争相手 競争相手 

同一主体 同一主体 

○ 電力市場における活発な競争を実現する上では、送配電ネットワーク部門を中立化し、適正な
対価（託送料金）を支払った上で、誰でも自由かつ公平・平等に送配電ネットワークを利用でき
るようにすることが必須。 

○ 現行の「会計分離」では、発電と送配電の間の社内でのやりとりが法人間の契約として明確に
ならず、外部からの検証が難しい、託送ルールが適用されない等の問題があり、中立性を高
めていくためには「法的分離」が必要。 

○ 主要な先進国においても全面自由化が行われている場合には発送電分離をしているのが通
例であり、全面自由化と発送電分離を車の両輪として、一体で進める必要あり。 

①自社の発電所の
接続を優先 

中立性を損なう
問題の例 

②託送ルールが適用
されない 

③送配電事業で知り得た情報
を自社営業に目的外利用 
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都市ガス事業 電気事業 

事業構造 

・ガス導管の敷設は国土面積の６％弱 供給区域 ・送配電網が全国を網羅 

・一般ガス事業者は206（注1）と多数 
・東京、大阪、東邦の大手以外は、 
 大半が中小規模（卸受けガスを販売） 

事業者数 ・一般電気事業者は10社のみ 

・地域によりLPガス、オール電化、灯油と
競合（普及率：約50％） 

・保安に対する関心が高い 

他ｴﾈﾙｷﾞｰ 
との競合等 

・ほぼ全ての世帯で使用 
 （普及率：ほぼ100％） 

・小口(家庭向け)は地域独占・料金規制 
・大口は1995年から段階的に自由化 
 

小売規制 
・小口(家庭向け)は地域独占・料金規制 
・大口は2000年から段階的に自由化 
 →2016年から全面自由化 

・ガス導管は各地域で許可された都市ガ
ス会社が地域独占で整備 

・2004年から託送供給（注2）を全ての事業
者に義務付け 

ﾈｯﾄﾜｰｸ規制 

・送配電網は各地域で許可された電力会
社が地域独占で整備 

・2005年から託送供給を義務付け 
  

燃
料
調
達 

発
電 

送
配
電 

小
売 

原
料
調
達 

貯
蔵
・気
化 

導
管
輸
送 

小
売 

（注1）平成27年3月13日、東上ガスが大東ガスに事業譲渡を行ったため、207→206社に1社減少。 
（注2）「託送供給」…ガス導管を保有する事業者が、新規参入者などの依頼に応じてガスをガス導管に受け入れ、払い出し

地点においてガスを供給すること。適正な対価の徴収が認められる。 

都市ガス事業の特徴（電気事業との比較） 36 



 一般ガス事業(都市ガス)の供給区域は国土の６％弱。 

 近年、長距離ガス導管が、姫路−岡山、三重−滋賀、静岡−浜松、新潟−富山などで整備された
が、東京−名古屋間など太平洋岸も未だ接続されていない。 

稼働中のＬＮＧ輸入基地

計画中、建設中のＬＮＧ輸入基地

稼働中の高圧導管

計画中、建設中の高圧導管

検討中、調査中の高圧導管

一般ガス事業者の供給区域

（注）濃い青色のエリアは東京ガス及びグループ会社
の供給エリア。薄い青色のエリアは東京ガスから
卸売を受ける一般ガス事業者の供給エリア。 

（出典）東京ガス作成資料 

ガス導管網の整備の促進（現状） 37 



【第１の柱】小売参入の全面自由化 

○小売の地域独占を撤廃/料金規制を廃止（競争が不十分な地域には経過措置）
（基本的に、電力システム改革第２弾と共通）。 

○ライセンス制への移行等（基本的に、電力システム改革第2弾と共通）。 

○新規参入を促すため、LNG基地の第三者利用を促進するルールを法制化。 

【第３の柱】需要家保護と保安確保 

○小売事業者に対する供給力確保義務（空売り規制）/契約条件の説明義務/ 
 書面交付義務、導管事業者に対する最終保障サービス義務 等 
 （基本的に、電力システム改革第２弾と共通） 

○小口需要家保有のガス管点検や緊急保安は従来の都市ガス会社が導管事業者と
して一括実施。消費機器の保安は、消費者と接点の多いガス小売事業者が担い、
両事業者の協働により保安を確保。 

【第２の柱】ガス導管網の整備促進 

○導管部門は、地域独占や料金規制を維持し、安定供給を確保。 

○相互接続を促すため、国が事業者間の協議を命令・裁定する制度を創設。 

○広域的整備の費用を関連するガス事業者から回収できる仕組みを整備。 

【第４の柱】大手３社の導管部門の法的分離の実施（中立性確保） 

ガスシステム改革の柱 38 



熱供給システム改革について 

 
○ 現在「許可制」としている参入規制を、「登録制」とする。 
○ 料金規制や供給義務などの規制は撤廃する。 

 
○ 需要家に対して十分な説明を行わないまま契約を締結する者が現れることなどにより、需要家

利益が阻害されることを防止するため、熱供給事業者に対し、①料金等の説明義務、②書面交
付義務、③苦情処理義務、④必要な供給設備の保有義務などを課す（電気事業法と同様の措置）。 

○ また、他の熱源（エアコン、ガスストーブ等）に容易に切り替えることができない需要家（団地の

家庭需要家等）が存在することを踏まえ、こうした需要家に対して熱供給を行う熱供給事業者に
対しては、料金規制や供給義務などの規制を経過措置として存続させる。 

 
○公布の日から１年６月以内の政令で定める日（＝平成２８年（2016年）目途）に施行する。 

○日本全国に７６事業者、１３７地点が操業中 
                                （平成２７年７月現在） 【代表的な事例】 
・六本木ヒルズ地区 
・東京スカイツリー地区 

 
・品川八潮団地 
・みなとみらい２１中央地区 

○冷房に利用するため、電気やガスな
どから、冷水を作る機器

○暖房や給湯に利用するため、電気
やガスなどから、蒸気・温水を作る
機器 など

熱源機器（熱を供給）

■ 冷水を利用して冷房

を実施

■ 蒸気・温水を利用して

暖房・給湯を実施

蒸気・温水を供給（行き）

熱導管

冷水を供給
（行き）

熱の使用後
の水（戻り）

熱の使用後の水（戻り）

熱を利用

熱供給事業法の対象は、
・二以上の建物に供給するもの
・施設規模の大きいもの

一般電気事業 一般ガス事業 熱供給事業 

供給区域面積※１ 100% 5.8% 0.01% 
需要家数 8,466万件 2,935万件 3.6万件 
事業規模※２ 18,156億円 193億円 10億円 
従業員数※２ 12,929人 154人 17人 
※１ 日本の国土面積に占める割合   ※２ 一供給区域当たり 

熱供給事業は、一般電
気事業や一般ガス事業
とは異なり、地域の限ら
れた、地点型の事業。 

① 熱供給事業者に対する規制の合理化 

② 需要家を保護するための措置 

③ 施行期日 
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○ 外部有識者５名を委員とする「電力・ガス取引監視等委員会」を設立し、従来にない権限を有する最も強
い８条委員会とする。 

○ 監視・規制の対象者である電気・ガス事業者等から「独立」し、電気・ガス事業者等と伍することができる
「高度の専門性（『規制の虜』とならないようにする）」を有する組織とする。 

（１）独立性 

○ 経済産業大臣直属の組織とする（資源エネルギー庁には設置しない）。 
○ 委員は、個々の職務遂行について誰からも指揮監督を受けないこととする。 
○ 委員会に、専属の事務局を設置する。 
○ 委員会の単独行使権限として、事業者に対し業務改善勧告等を行う権限を付与する（最も強い権限を有する８条委員会）。 

 

 

 

 

 

電力・ガス取引監視等委員会の設立  

委員 

○委員は、法律、経済、金融又は工学の専門的な知識と経験を有し、その職務（市場監視等）に関し公正
かつ中立的な判断をできる者のうちから、経済産業大臣が任命。 

○５名の委員を非常勤とすることで、非常勤でしか勤務できない者も含め幅広い層の中から委員を任命。
ただし、委員のうち少なくとも常時２～３名が出勤する勤務形態とする。 

事務局職員 ○外部の専門人材（弁護士、公認会計士等）を積極的に採用。 

① 電力・ガス取引監視等委員会の業務 

② 特徴 

（２）高度の専門性 

ⅰ）小売全面自由化等を踏まえた電力・ガス・熱の取引の適切な監視 
• 説明義務の履行状況等に係る立入検査、事業者への業務改善勧告、経過措置料金の審査実務、大臣への意見具申等 

ⅱ）電力・ガスのネットワーク部門の中立性確保のための厳格な行為規制の実施 
• 差別的取扱い・グループ内の取引規制等に係る立入検査、事業者への業務改善勧告、託送料金の審査実務、大臣への

意見具申等 
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新たなエネルギーネットワーク社会 



エネルギーを巡る新たな社会ニーズの顕在化と技術・システムの進歩 

① ＩＴを活用した新たなエネルギーマネジメント技術・システムの登場 
② ビッグデータの利用・分析技術の登場 
③ 太陽光、風力など再生可能エネルギー技術の大幅なコストダウン 
④ 蓄電池技術の進歩 
⑤ 水素エネルギー関連技術（製造・輸送・供給技術）の革新 
⑥ 電気・水素を燃料として走る次世代自動車技術の進歩 

（１）新たな社会ニーズ 

（２）新たな技術・システム 

① 集中型電源依存から脱却し、非常時にも強靱な電力システムを構築したい。 
② 環境に優しい地域に根ざした自然エネルギーを活用したい。 
③ 需要をスマートにコントロールすることで効率的で安価な電力システムを構

築したい。 
④ エネルギーサービスを家電のコントロール・見守りサービス等の社会的

ニーズと一体的に活用したい。 
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ニーズと技術の「融合」がもたらす新たなエネルギーネットワーク社会 

ＥＶ充電ステーションや水
素ステーション等の次世代
自動車へのエネルギー供給
を可能とするマルチステー
ションの整備が加速 

化石燃料＋電気・水素 
⇒次世代燃料供給ｲﾝﾌﾗ 

家庭等の電力データを活用し
て、見守りサービスやエネル
ギー消費機器の監視等の副次
的なサービスが普及 

スマートメーター、ＡＤＲ（自動ディマン
ドレスポンス）対応機器が普及し、住宅・
ビル・地域等において、エネルギー需給分
析や需要・行動予測等を行うシステムに
よって需給の最適化を図る 

次世代ｴﾈﾙｷﾞｰﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄｼｽﾃﾑ 

ｴﾈﾙｷﾞｰ＋家電＋IT 
⇒次世代IT家電 

IT技術を活用して、需給状況
に応じて家電の電力消費量を
最適にコントロール 

IT家電＋生活 
⇒次世代ｻｰﾋﾞｽ 

エネルギー供給 

ライフスタイル 

モビリティ 

連絡 HEMS 

（独居老人等） 
警備会社 

家族 

太陽光発電等の再エネ、コージェネ、
エネファーム等の分散型電源、蓄電池
等のコスト低減が進展して普及が拡大。
集中電源と組み合わせることで強靱な
電力供給体制を構築 

分散＋集中電源 
⇒次世代ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ 

ＰＶ ＣＧＳ ｴﾈﾌｧｰﾑ 

＋ 
集中電源（火力、原子力等） 

電池の高性能化・低コスト化により
ＥＶ・ＰＨＶが普及。燃料電池自動
車、燃料電池バス等の普及拡大。Ｉ
ＴＳによる安全運転システム、自動
走行システム等の先進技術が展開 

ｴﾈﾙｷﾞｰ＋ﾓﾋﾞﾘﾃｨ 
⇒次世代ﾓﾋﾞﾘﾃｨｼｽﾃﾑ 

エネルギー需要 
インフラ 

電力需給ひっ迫時等に電気料
金を変動させる、報酬を支払
う等の手法により、需要側が
効果的に節電を行う取組
（ﾃﾞｨﾏﾝﾄﾞﾘｽﾎﾟﾝｽ）が定着 

電力需要家＋IT 
⇒次世代需給システム 
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http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www6.plala.or.jp/sakaiya/_src/sc901/fam016.jpg&imgrefurl=http://www6.plala.or.jp/sakaiya/cn19/pg215.html&usg=__7GPCcuORt7yYlC6odB0KEs8GtBg=&h=472&w=500&sz=101&hl=ja&start=115&zoom=1&tbnid=wiM6kqXQiEzULM:&tbnh=123&tbnw=130&ei=xRi1UaySLsTAkAXByIGoDw&prev=/search?q=%E3%83%95%E3%82%A1%E3%83%9F%E3%83%AA%E3%83%BC%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&start=100&um=1&sa=N&hl=ja&rlz=1T4GGHP_jaJP486JP486&tbm=isch&um=1&itbs=1&sa=X&ved=0CEgQrQMwDjhk
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://img.allabout.co.jp/gm/article/28963/1.jpg&imgrefurl=http://allabout.co.jp/gm/gc/28963/&usg=__TJ7IxXPQ4mzP8oYE0IsBQBBIx2c=&h=150&w=200&sz=8&hl=ja&start=25&zoom=1&tbnid=Z_hptKqL7VlInM:&tbnh=78&tbnw=104&ei=9hO1UbiPDo7FkQWlqIGgAQ&prev=/search?q=%E3%82%B7%E3%83%BC%E3%83%AA%E3%83%B3%E3%82%B0%E3%83%A9%E3%82%A4%E3%83%88%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&start=20&um=1&sa=N&hl=ja&rlz=1T4GGHP_jaJP486JP486&tbm=isch&um=1&itbs=1&sa=X&ved=0CDQQrQMwBDgU
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.noveworks.jp/MT/mt-static/FileUpload/pics/eco/0907/%E3%82%A8%E3%82%A2%E3%82%B3%E3%83%B3cdc032-s.jpg&imgrefurl=http://www.noveworks.jp/contents/2009/07/vol19.html&usg=__pt8IWzR6HfwazxZbeCCeidVp6JA=&h=284&w=343&sz=27&hl=ja&start=4&zoom=1&tbnid=7shuAsyrSZUE9M:&tbnh=99&tbnw=120&ei=DBS1UaSWF8iekwWL6YGICA&prev=/search?q=%E3%82%A8%E3%82%A2%E3%82%B3%E3%83%B3%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&um=1&hl=ja&rlz=1T4GGHP_jaJP486JP486&tbm=isch&um=1&itbs=1&sa=X&ved=0CDIQrQMwAw
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://www.sozaidas.com/sozai/010302denki/010302denki042-trans.png&imgrefurl=http://www.sozaidas.com/127illust03.html&usg=__-7L9WTFgxieD_ZYthqjlFbh2NvM=&h=149&w=100&sz=5&hl=ja&start=5&zoom=1&tbnid=c291CSRyoCqDPM:&tbnh=95&tbnw=64&ei=KxS1UYrGCtDOkAWF8YHQBQ&prev=/search?q=%E5%86%B7%E8%94%B5%E5%BA%AB%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&um=1&hl=ja&rlz=1T4GGHP_jaJP486JP486&tbm=isch&um=1&itbs=1&sa=X&ved=0CDQQrQMwBA
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://stat.ameba.jp/user_images/3b/95/10007696787_s.jpg&imgrefurl=http://ameblo.jp/top5/entry-10014075395.html&usg=__qpADTg36kgAnGMTkJP0Hgc7EBMc=&h=242&w=200&sz=5&hl=ja&start=37&zoom=1&tbnid=liaL0RyuSRVJTM:&tbnh=110&tbnw=91&ei=ehS1UdHIEISVkgX45YGgBw&prev=/search?q=%E3%83%8D%E3%83%83%E3%83%88%E3%83%AF%E3%83%BC%E3%82%AF%E3%82%AB%E3%83%A1%E3%83%A9%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&start=20&um=1&sa=N&hl=ja&rlz=1T4GGHP_jaJP486JP486&tbm=isch&um=1&itbs=1&sa=X&ved=0CEwQrQMwEDgU
http://www.google.co.jp/imgres?imgurl=http://kids.wanpug.com/illust/illust2215.png&imgrefurl=http://kids.wanpug.com/illust85.html&usg=__Vc_iXzOHAiBOXUszi70nreYml8k=&h=358&w=376&sz=17&hl=ja&start=42&zoom=1&tbnid=UcsfqRZC9zCuEM:&tbnh=116&tbnw=122&ei=QhW1UfbDEMHQkgW6roCoBw&prev=/search?q=%E8%80%81%E4%BA%BA%E3%80%80%E3%82%A4%E3%83%A9%E3%82%B9%E3%83%88&start=40&um=1&sa=N&hl=ja&rlz=1T4GGHP_jaJP486JP486&tbm=isch&um=1&itbs=1&sa=X&ved=0CC4QrQMwATgo


 平成２３年度～２６年度事業として、多くの住民、自治体、企業の参画のもと、様々なパターンの代表例を構
成する全国４つの地域（横浜市、豊田市、けいはんな市、北九州市）で、大規模なスマートコミュニティ実証事
業を展開。 
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北九州市 

地方中核都市型（北九州市） 
 

新日鐵住金の特定供給エリアで実証。コジェネをベース
ロード電源と見立て、需要家180戸において、需給状況
に応じて電力料金を変動させるダイナミックプライシン
グの実証を実施。（富士電機・新日鐵住金） 

GE GE 

GE GE 

横浜市 

広域大都市型（横浜市） 
 

住宅約4000戸、大規模ビル等約１
０棟を対象とした大規模な実証。ま
た、大型蓄電池等を統合的に管理
することで、仮想的に大規模発電
所と見立てる実証を実施。（東芝・
東京電力） 

金沢地区

港北ニュータ
ウン地区

みなとみ
らい地区

戸別住宅型（豊田市） 
 

創エネ、蓄エネ機器を導入した67戸の新築住宅を中心
とし、地産地消を行う実証を実施。また、暮らしの中にお
ける次世代自動車を含む次世代交通システムを実証。
（トヨタ自動車・中部電力） 

豊田市 

けいはんな学研都市 

住宅団地型（けいはんな） 
 

住宅約700戸等を対象とし、系統の状況に応じて需要サ
イドで追従を行う実証を実施。また、家庭部門のより一
層の省エネに向けた電力会社による省エネコンサルを
実施。（関西電力・三菱電機・三菱重工） 

次世代エネルギー・社会システム実証事業 
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【実証の一例】 

○ 新日本製鐵が電気を供給する特定供給エリア

である北九州の東田地区の２３0世帯、５０事

業所で実証。 

地域のエネルギーマネジメント 

○ 系統電力から独立（コジェネによる特定供給）。 

○ 需要パターンの異なる複数施設（マンション、

オフィス、商業施設、病院、工場）を特定供給

エリア内でエネルギー管理。 

家庭・ビルのエネルギーマネジメント 

○ 太陽熱、地中熱、蓄熱槽をビルのエネルギー管
理に活用する実証。 

○ 燃料電池自動車から住宅への給電（FCV２H）
により、非常時の電力供給、需給ひっ迫時の
ピークカットを行う実証。 

交通システム・その他 

○ 道路下にパイプラインを敷き、工場の生産プ

ロセスで発生する副生水素を住宅と水素ス

テーションに供給。住宅では家庭用燃料電池

の発電用に、水素ステーションでは燃料電池

自動車の充填用のそれぞれ利用する。 

実証地域の特徴 
参加プレーヤー 

○ 特定供給エリア全体のエネルギーを統合管理するCEMS（地域
エネルギーマネジメントシステム）を整備。CEMSに集約され
る情報をもとに、需給状況に応じて価格を変更し、各需要家に
電力料金を通知する。 

○ ピーク時間帯の料金を上げる（最大で１０倍）ことで、ピーク
カット効果を検証。 

など計34社 
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水素エネルギーの利活用 



• ２００９年に市販開始 
• ３月末現在、１１．５万台が普及 
• ２０１６年の市場自立化を目指す 

定置用燃料電池 

（エネファーム等） 

現状 

課題 

• 低コスト化や販売チャネル拡大に
よる対象ユーザーの拡大 

• 海外展開の拡大（２０１４年開始） 
• 業務・産業用燃料電池の実用化 

実用化段階                                                 研究・実証段階 

【家庭用燃料電池】 
 ２０２０年頃にユーザーが７、８年

で投資回収可能なコスト 
【業務・産業用燃料電池】 
 ２０１７年に市場投入 

燃料電池自動車 水素発電 

• トヨタが昨年12月15日に販売開始。 
• 民間事業者は４大都市圏を中心に１
００箇所程度の水素ステーションを先
行整備する方針。政府もこれを支援 

現状 

課題 
• 車両価格が高い（初期は補助金対応） 
• 水素ステーションの整備数の確保
（現在８１箇所を交付決定済）、都心
などや高速道路沿いなどの需要地へ
の確保 

•余剰副生水素の自家消費利用は
一部で実施（天然ガス等と混焼,
熱利用が主体） 

•発電事業への水素活用は検討段
階。イタリアでは実証が実施され
ている 

現状 

課題 
•安定・安価かつ大量の水素供給の
ための体制整備 

•水素ガスタービンの技術開発 

【車両価格】 
 ２０２５年頃に同車格のハイブ

リッド車同等の価格競争力 
【水素価格】 
 ２０２０年頃にハイブリッド車の燃

料代と同等以下 

【水素発電】 
 ２０３０年頃に発電事業用水素

発電の本格導入開始 
【海外由来水素】 
 ２０２０年代後半に海外からの水

素輸入を３０円／N㎥を目指す 

フェーズ１ フェーズ２ フェーズ３ 

水素エネルギーの利活用 

○水素は電気、熱と並ぶ将来有望な二次エネルギー。他方、経済性やインフラ投資に要する費用の大きさが課題。 

○「水素・燃料電池戦略ロードマップ」（昨年６月策定）において、今後の産学官の取組について関係者を交えて取りま

とめ。フェーズ１～３の３段階に区切って今後の取組を進めていく方針。 

現在～ 
～２０２０年代後半 ～２０４０年頃 
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導入支援 

「水素社会の実現」に向けた取組強化 

○水素利用の飛躍的拡大に向けて、家庭用燃料電池（エネファーム）や燃料電池自動車の導入を

後押し。水素ステーションの整備や低コスト化に向けた研究開発も加速化。 

水素ステーションの整備 

１．燃料電池車（ＦＣＶ）の購入補助 

・2014年12月に市場販売を開始。 １台当たり202万  
円の補助。 
・政府全体でも公用車に率先導入。 

実証・研究開発 
２．エネファームの購入補助 
  

 ・１台当たり３0～35万円の補助。これまでに約１２ 
 万台導入され、家庭の省エネを支援。 
 ・2020年に130万台、2030年に530万台が目標。 

    

Ｈ26補正：100億円※ 

Ｈ27当初：200億円※ 

家庭用燃料電池（エネファーム）は 
2009年に世界に先駆けて市販開始 

昨年12月、トヨタがセダンタイプのＦＣ
Ｖを販売開始 
ホンダはセダンタイプのＦＣＶを2015
年度中に発売予定 

３．水素ステーションの整備加速化 
 

・現在までに８１箇所の整備が決定。２０１５年度内に四大 

都市圏で累計100ヶ所程度の整備を目指す。 

・１ヶ所当たり最大2.5億円程度の設置補助。  
・ﾗﾝﾆﾝｸﾞ経費（需要創出の広報等）の一部も補助。 

４．規制見直しや技術開発の取組強化 

・海外の未利用ｴﾈﾙｷﾞｰを水素に転換し日本に輸
送する実証事業や、水素発電の実証事業を開始。 

Ｈ26当初：   
  93億円 
Ｈ27当初： 
 102億円 

※クリーンエネルギー自動車補助金の内数 

Ｈ26当初：  72億円 

Ｈ26補正： 96億円 

昨年７月、国内初の商用水素
ステーションが尼崎市で開所 

水素ガスタービン 

Ｈ25補正：200億円 

Ｈ26補正：222億円 
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２０１６年Ｇ７北九州エネルギー大臣会合 



今年のドイツ・ハンブルグでのエネルギー大臣会合の様子 

２０１６年「Ｇ７北九州エネルギー大臣会合」の開催について 

 Ｇ７エネルギー大臣会合は先進主要７カ国（日・米・加・独・仏・英・伊。一昨年まではロシアを
含めてＧ８）のエネルギー担当大臣による閣僚会合として、１９９８年より不定期にＧ７サミット
議長国が開催。 

 昨年は、ロシアのクリミア侵攻を踏まえて急遽ローマ会合が開催され、ウクライナ支援を含
めたエネルギー安全保障の確保の重要性について議論。本年５月の独ハンブルク会合にお
いても、引き続き、持続可能なエネルギー安全保障を主要議題に、その解決策を議論。 

 ２０１６年は我が国がＧ７サミット議長国。地政学的不安など変化の著しい国際エネルギー情
勢を踏まえ、引き続き、エネルギー安全保障が国際的に極めて重要な政策課題となることか
ら、Ｇ７エネルギー大臣会合を５月１、２日に北九州市において開催。 
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新潟市 
農業大臣会合 

つくば市 
科学技術大臣会合 

軽井沢町 
交通大臣会合 

富山市 
環境大臣会合 

神戸市 
保健大臣会合 

広島市 
外務大臣会合 

北九州市 
エネルギー大臣会合 仙台市 

財務大臣・ 
中央銀行総裁会議 

志摩市 
首脳会合 

倉敷市 
教育大臣会合 

高松市 
情報通信関係大臣会合 

2016年伊勢志摩サミットにおける関係閣僚会合開催地 
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